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I.
社会的インパクト不動産に対する

取り組み







6

現状の課題として、社会的価値（ソーシャルプレミアム）の不動産価値への反映は十分に進んでいない状況です

弊行が作成した「社会的インパクト不動産KPIリスト」を活用しつつ、様々なパートナーと協働することで市場開拓に向けたノウハウ蓄積を進めています

市場創出に向けた課題と将来像

 国土交通省との協議も踏まえた課題認識の下、弊行としては社会的インパ
クトを可視化するためのツールとして「社会的インパクト不動産KPIリスト」作
成（2024年2月）

 現在、策定した「KPIリスト」は仮説にすぎない状態。この「KPIリスト」を、実

際の案件にて、実証とモニタリングによって、定量的に裏付けていくことを現
状の課題として認識しているもの

① 社会的インパクトを可視化するためのツールの整備

 KPIリストの実装には、事業会社、AMにて追加的なリソースコストがかかる
ことから市場の開拓に向けた事業者は不足

 社会的インパクト創出に向けたアクションそのものも、テナントとの連携・対
話をはじめとした、従前の不動産事業・AM業とは異なる本領域固有のノウ
ハウが必要。当該ノウハウを一般化し、共有していくことも課題として認識

② 市場の開拓に向けた事業者の不足

社会的インパクト不動産市場の創出に向けては、
従来の不動産事業・AM業とは異なる本領域固有のノウハウを蓄積しながら、インパクトを可視化するツール整備が必要

社会的インパクト不動産市場創出に向けた課題と将来像

 不動産の社会的価値（以下、「ソーシャルプレミアム」）を向上する取り組みは、不動産価値への反映が可視化されているとはいえない状況

 環境領域では、評価・認証制度が整いつつあり、不動産価値への反映が緩やかに始まりつつあるが、ソーシャルプレミアム領域は課題意識はあるものの、
それらが具体的な社会的アクションには結びついていない

市場創出に向けた課題
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弊行は、MUFGが社会的インパクト不動産の第一人者となり、市場に付加価値を創出することを目指しています

数年かけて多くの案件を運営することで、社会的インパクトとエコノミクスの定量的な分析を行い、社会的インパクト不動産の普及促進を進めます

弊行が目指す姿

社会的インパクト不動産市場の創出によって描かれる将来像

 MUFGが「社会的インパクト不動産」の第一人者となり、不動産ファイナンス市場において付加価値を創出している姿

 独自の付加価値によってお客さまから選ばれ、ファイナンスに留まらない「社会的インパクト不動産」領域について第三者からも意見・助言を求められる存在へ

 「不動産に対してどのようなアクションを行えば、どういったインパクトとエコノミクスを生み出すことができるのか（＝KPIリスト）」を定量的に理解できている姿

 ある「アクション」を施すことで、潜在的な不動産価値を顕在化させることが可能な姿へ
（レンダーとしての働きかけで当該「アクション」をオーナーに促し、これによる資産成長とファイナンス機会を創出）

短期的目標

2～3年をかけて取り組み、成果を上げたいこと

 現在、策定した「KPIリスト」は仮説にすぎない状態。
この「KPIリスト」を、実際の不動産ファイナンス案件を通じて実装し、ファンド運営を通じた実証とモニタリングによって、定量的に裏付けたい

 アクションの結果、生み出されたインパクト（社会的インパクト）とエコノミクス（賃料成長をはじめとした価値向上）を分析し、
KPIリストを「実証結果に裏付けられたもの」へ昇華させていく

中長期的目標

5年程度の時間をかけることで、成果を上げたいこと

 複数のPJ運営を通じて「KPIリスト」が実証検証され、実証的な裏付けができている状態

 ある“アクション”を以て、「社会的インパクト」と「エコノミクス」の相関性を定量的に理解できている状態へ

 実証結果に裏付けられた「KPIリスト」を基にして、目指す姿（将来像）に向けた活動を進めていく
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II.
定量化に向けた取り組み
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社会的インパクト不動産の取り組みは、国土交通省の策定したガイダンスに沿って進めています

特に弊行では、中長期的なテナントや地域とのエンゲージメント活動によるソーシャルプレミアムの創出がポイントになると考えています

社会的インパクト不動産とは

社会的インパクト不動産の目的

国土交通省の定義

～国土交通省「社会的インパクト不動産」の実践ガイダンス」（2023/3/24）より抜粋～

社会とともにある「不動産」には、企業等が中長期にわたる適切なマネジメントを通じ

て、ヒト・地域・地球の課題解決に取り組むことで、「社会的インパクト*」を創出し、地

球環境保全も含めた社会の価値創造に貢献するとともに、不動産の価値向上と企業

の持続的成長を図ることが期待されている。（このような不動産を「社会的インパクト

不動産」と定義する。） 
* 取り組みの結果として最終的に生じた社会的な変化・効果のことを指す。

少子高齢化、地域衰退、気候変動など、現代社会が抱える課題に対し、
不動産を通じて具体的な解決策を提供する

① 社会課題の解決

企業のESG（環境・社会・ガバナンス）評価を高め、
投資家や金融機関との対話（資金対話）を促進する

② ESG評価の向上

社会的価値を創出することで、結果的に不動産の経済的価値も高まり、
長期的な資産価値の維持・向上が期待される

③ 不動産価値の向上

公共・民間が連携し、地域の魅力や文化を活かした
持続可能な都市・地域の形成を目指す

④ 持続可能なまちづくり
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弊行は社会的インパクト不動産への投融資に係る枠組みを構築し、初号案件として㈱プロフィッツが組成するQOLファンドへの投融資を実行しました。

事例概要（QOLファンドへの投融資）

㈱プロフィッツ概要 QOLファンド概要

名称 QOLファンド1号

運用期間 2025年6月30日から5年間（予定）

総資産規模 約150億円

投資対象 保育園／住宅／シェアオフィス／ホテル（計11物件）

ファンドの特徴 社会課題解決（S）にフォーカスした不動産投資

社会的インパクト不動産は投資ポテンシャルが高い

アセット同士をつなぐことで、利用者にメリットを提供

会社名 株式会社プロフィッツ

代表者 田中 慎一郎

設立 2015年7月（営業開始2017年8月）

運用資産残高 約1,080億円

主なプロジェクト（ブランド） 保育園ファンド
⇒保育園運営会社等と共同でPM会社を設立

シェアオフィス
⇒シェアオフィス運営会社と共同で専門運営会社を設立

ペット共生型レジデンス
⇒ペット保険会社大手と提携したマンションを展開

（出所）株式会社プロフィッツの開示資料を基に弊行作成
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本取り組みの推進は、複数の事業者のノウハウを生かしながら協働することを想定しています

取り組み推進に向けた座組

弊行 プロフィッツ GOYOH Longevity 大和不動産鑑定

全体総括  

アウトプットの実行  

アウトカムとインパクトの
定量データ取得・効果測定



インパクト総括 

アウトカム、インパクト、
エコノミクスの相関性分析

 

KPIロジックモデルの見直し     

GOYOH概要

 不動産投資家の視点から不動産のソフト価値定量化を追求する不動産テック事業を展
開（MUFG ESGアクセラレーター「三菱UFJ信託銀行賞」受賞）

 ESG取り組みのアウトプットの定量化に関するパイオニア。顧客はグローバル企業中心
に多数。不動産のソフト価値を可視化するプラットフォームである『EaSyGo』等を提供。
『EaSyGo』では、アンケートの集計からテナント満足度の可視化まで一気通貫で対応で
きるサービス

 伊藤代表取締役は、自身のグローバルな不動産投資の分野での15年
以上の経験と、機関投資家との不動産ESGの導入といった経験から、
EaSyGoを2020年にローンチ。「CRREM1」のグローバル科学&投資家
委員会メンバーを務める本邦有数の専門家

Longevity概要

 Longevity Partnersは、グローバルなサステナビリティ・コンサルティング会社。主に不動
産セクターに特化。ロンドンを本拠地とし、東京を含む7都市に拠点を構え、45カ国以上
でプロジェクトを展開

 グローバルベースで、140社以上の機関投資家を顧客に持つ。$3,000億超の不動産資
産を対象にサービス提供。不動産ESGやインパクト領域に関する戦略立案・コンサル
ティング、インパクト分析機能を提供

 日本代表の川合氏は、ラサール不動産投資顧問での豊富な不動産投資経験あり、綺麗
事ではなく不動産実務に即したESGコンサルを提案可能な知見を有する

役割分担のイメージ（初号案件での座組例）

アウトプットの実行

KPIロジックモデル見直し

アウトカムとインパクトの
定量データ取得・効果測定

インパクト総括

アウトカム、インパクト、
エコノミクスの相関性分析
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III.
KPIロジックモデルの実証
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KPIロジックモデルの実施イメージ

QOLファンド（初号案件）において策定したロジックモデル

取り組みの方針を明確にするために、ファンド全体、アセット毎に、インパクト創出に向けた一連のロジックモデルを策定します

各社が目指すインパクトに基づいたアウトカムを設定し、定量的なデータの測定を進めていきます

（出所）株式会社プロフィッツ HPより引用
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測定したデータを分析することで、不動産のエコノミクス（賃料・稼働率 等）にどのような影響が生じたのかを検証します

KPIロジックモデルで策定したアウトカムやインパクトを基に検証するイメージです

インパクトとエコノミクスの連関性（仮説）

投資リターン発現までのイメージ

測定項目 測定結果（Y0） 変化 測定結果（Y1） ロジック 寄与ロジック

アウトカム

1. 施設利用率（滞在時間） 60.0% 10.0%  70.0% インパクトへの寄与率（係数） 20.0%

2. 付帯サービス利用率 40.0% 20.0%  60.0% インパクトへの寄与率（係数） 10.0%

3. イベント参加率 30.0% 20.0%  50.0% インパクトへの寄与率（係数） 5.0%

4. オペレーター従業員の満足度 60.0% 10.0%  70.0% インパクトへの寄与率（係数） 5.0%

5. 同ファンド内の他物件利用頻度 20.0% 40.0%  60.0% インパクトへの寄与率（係数） 10.0%

インパクト

快適で利便性の高い環境（ウェルネス）、人材育成

6. テナント満足度 60.0% 9.5%  69.5% 1の変化率×寄与率＋・・・＋5の変化率×寄与率

7. リファレンス（紹介）頻度 20.0% 2.9%  22.9% テナント満足度×寄与率 6の寄与率（係数） 30.0%

経済的な
インパクト

8. 契約更新時のリテンション率 50.0% 4.8%  54.8% テナント満足度×寄与率 6の寄与率（係数） 50.0%

9. 更新時の賃料上昇率 5.0% 2.9%  7.9% テナント満足度×寄与率 6の寄与率（係数） 30.0%

10. 新規リーシング時の賃料プレミアム 10.0% 1.9%  11.9% テナント満足度×寄与率 6の寄与率（係数） 20.0%

11. 新規リーシング時のダウンタイム（日） 91.3 4.3%  87.3 テナント満足度×寄与率＋リファレンス頻度×寄与率 6の寄与率（係数） 70.0%

12. 新規リーシング時の広告料（ヶ月分） 2.0 3.1%  1.9 テナント満足度×寄与率＋リファレンス頻度×寄与率 6の寄与率（係数） 50.0%

KGI
賃料単価（円/坪） 20,000 1.1%  20,213 既存テナント×更新時のプレミアム＋新規テナント×

新規契約のプレミアム

稼働率 95.0% 0.4%  95.4%

賃料収入（NRA） 182,400 1.7%  185,436
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IV.
Appendix①：参考資料等
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KPIロジックモデルの実施イメージ（保育園）

（出所）株式会社プロフィッツ 作成資料より引用
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KPIロジックモデルの実施イメージ（コワーキングオフィス）

（出所）株式会社プロフィッツ 作成資料より引用
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KPIロジックモデルの実施イメージ（ペット共生レジデンス）

（出所）株式会社プロフィッツ 作成資料より引用
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KPIロジックモデルの実施イメージ（サービスアパートメントホテル）

（出所）株式会社プロフィッツ 作成資料より引用
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プレスリリース①
2024年2月28日（KPIリストの策定）
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プレスリリース②
2025年7月10日（QOLファンドへの投融資）





28

V.
Appendix②：弊部ご紹介
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ディスクレーマー

本プレゼンテーションにより、貴社と株式会社三菱UFJ銀行の間には何ら委任その他の契約関係が発生するものではなく、当行が一切法的な義務・責任を負うものではありません。

本資料は信頼できると考えられる各種データに基づいて作成されていますが、当行はその正確性、完全性を保証するものではありません。ここに示したすべての内容は、当行の現時点での判断を
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